
事業名 事業概要 R1実績 摘要
振興局 市町村名

その他

住宅ﾘﾌｫｰﾑ補助金
補助対象:既存住宅の断熱化,ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化,耐震化
補助金額:補助対象額の20%以内
(上限は20万円(耐震工事を含む場合は40万円))

66件
12,648千円

実績はバリアフリー化，耐震化を
含む

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
費補助金

1KW当たり 3万円の補助金交付(上限は3KW 9万円)
39件
3,374千円

太陽光発電事業等を行う民間
事業者に対する市有地の貸し
出し

遊休市有地に市内民間事業者が太陽光発電施設を設置
(2013.9月稼働開始,出力 818.18kW)
(2014.7月稼働開始,出力 83.16kW)
(2016.3月稼働開始,出力 513.5kW)
(2016.7月稼働開始,出力300kW)
(2018.12月稼働開始,出力642.6kW)

－

はこだてエコライフフェア
地球温暖化の現状や対策等に関する講座，ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ，展
示等を実施

1回
500人

冬休みエコチャレンジ
小学4年生を対象に，家族とともに省エネに取り組んでもらい，家
庭からの二酸化炭素排出量削減を図る。

1回
492人

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
補助

市民に対し、太陽光は太陽電池の最大出力に1ｋｗ当たり２０，０
００円（上限5ｋｗ）、定置型蓄電池は蓄電容量に1ｋｗｈ当たり
30,000円(上限５kwh）または補助対象経費の３分の1（上限
150,000円）のいずれか低い額

12件

照明の消灯
一部部署において庁舎内における照明の消灯(窓付近､昼休み
時間の消灯)

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｲ 毎週水曜日は定時に業務を終了し節電を図る 実施

花の植栽運動(花いっぱい運動) 街に花を植栽し､地球温暖化防止､環境美化等を図る｡ 実施

集中節電期間の取組
7/1～9/30までを集中節電期間とし､自然換気､自然光等を利用
し節電｡

実施 金曜だったものを水曜に変更

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～10/30まで実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｲの実施 通年金曜日実施

ノー残業デイの実施 通年水曜日実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

資源ﾘｻｲｸﾙ 紙･雑誌･ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ･封筒類･空缶のﾘｻｲｸﾙ

木古内町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ
毎月第3水曜日には､徒歩､公共交通機関を利用し､通勤する取
組

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ 毎月第3水曜日には定時に業務を終了する取組 2008より実施

太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置補助金 住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑを設置する町民に対し補助金を交付

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2008より実施

庁舎内照明昼休み時間消灯 周年 2007より実施

鹿部町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2007より実施

森町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2007より実施

八雲町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 前年同様

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

庁舎冷房の周年停止 周年 2006～実施

庁舎内照明昼休み時間消灯 周年 従前から実施

街路灯設置補助 町内会管理LED街路灯設置への補助 従前から実施

COOL CHOICE COOL CHOICE 賛同 2016～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月～9月まで実施 2006～実施

役場庁舎の昼休み消灯 正午～12時45分まで役場庁舎内を消灯

植樹､育樹活動 町､各団体等による植樹･育樹活動の実施

街路灯設置補助 町内会管理LED街路灯設置への補助

上ノ国町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 5月～10月まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組(ﾉｰﾈｸﾀｲ) 6月～9月まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組(ﾉｰﾈｸﾀｲ) 6月～9月まで実施 2008～実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11月～4月まで実施 2011～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽの取組（ﾉｰﾈｸﾀｲ） 6月～9月まで実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11月～4月まで実施 2009～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組(ﾉｰﾈｸﾀｲ) 6月～9月まで実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11月～4月まで実施

乙部町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月～9月まで実施
1回
（シーズン）

2010～実施

奥尻町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月～9月まで実施 2009～実施

今金町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 5/13～9/30まで実施 2004年4月～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組(ﾉｰﾈｸﾀｲ) 6/1～9/30まで実施 2011～実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｰの取組 毎週水曜日に実施

廃食用油回収再生事業 第2･第4木曜日に回収

風力発電事業 2011～市内事業者へ取組を拡大

函館市

⑥
渡
島

⑦
檜
山

せたな町

知内町

松前町

福島町

七飯町

長万部町

江差町

厚沢部町

北斗市
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振興局 市町村名

その他

⑦
檜
山

せたな町 ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟの協力要請 事業所内駐車場におけるｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟの協力要請

地域エネルギー設備等導入促
進事業

市民が設置する再生可能エネルギー設備等への補助金交付

ｴｺ通勤の取組 5～9月の期間で庁内外に呼びかけ

クールビズ，ウォームビスの取
組

夏季軽装，冷暖房温度の管理など

ｾﾞﾛｴﾈﾙｷﾞｰ化推進事業(旧:地域
ｴﾈﾙｷﾞｰ導入事業)

民間事業者を対象とした,再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ(太陽光,地中熱,ﾊﾞｲｵ
ﾏｽ,雪氷冷熱,小水力等)や省ｴﾈ性が高く高効率な空調,給湯,換
気,照明,融雪,暖房などすべての利用機器を単体若しくは複数で
整備することによって,一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量をｾﾞﾛに近づける事業
に対する補助

環境学習ﾊﾞｽﾂｱｰ
地球温暖化対策や環境保全についての理解を深める親子向け
環境学習ｲﾍﾞﾝﾄ

ｻｲｸﾙ&ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ
市内7ヶ所のﾊﾞｽ停に駐輪所を設け､移動手段を自家用車から自
転車･公共交通機関へ誘導する事を目的とした取組

2006～実施

Jｸﾚｼﾞｯﾄ制度の活用
市有施設及び個人住宅に設置した太陽光発電量をｸﾚｼﾞｯﾄ化し
活用

町内会防犯灯省ｴﾈ推進事業
町内会が設置する省ｴﾈ型防犯灯を新設･更新する費用を補助
(LED,ｴﾊﾞｰﾗｲﾄ,ﾅﾄﾘｳﾑ灯)

COOL CHOICＥ事業
国民運動（ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ）を受け，本市においても市民に向
けた地球温暖化対策の取組を促す

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 6月1日～9月30日まで 市民団体と共催

防犯灯LED化事業 工事費5万円上限2/3 2014～実施

地球温暖化防止･省ｴﾈ啓発 地球温暖化防止･省ｴﾈｲﾍﾞﾝﾄ､ﾊﾟﾈﾙ展

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 6月～9月

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取り組み 11月～3月

太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置補助事
業

住宅用太陽光設置工事費の一部を補助

なよろｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞ2016
市民に節電を取り組んでもらい､電気使用量を10%以上削減でき
た場合､ｴｺ商品を贈呈｡

親子LEDあかり教室 親子(小学生対象)でLEDの講習とｵﾘｼﾞﾅﾙﾗﾝﾌﾟの作成｡

新ｴﾈ･省ｴﾈの普及啓発 省ｴﾈｲﾍﾞﾝﾄ､ﾊﾟﾈﾙ展

こどもエコ隊
こどもｴｺ隊に任命された市内の小学校3～6年が省ｴﾈについて
体験学習を行い､学んだ成果を市長に報告

環境展での普及啓発 ﾊﾟﾈﾙ展､ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞの展示

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月～9月末

小水力発電支援に関する支援
小水力発電の導入検討や設置に要する各種手続き等について支
援するとともに､市の小水力発電設備を環境学習において活用

１件 2013～実施

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入促進補
助金

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ本体の購入費の一部を補助
太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置工事費の一部を補助

３件

ワットメーター貸し出し
家庭の家電製品の消費電力量等を把握し、省エネ行動に取り組
んでもらう

１件

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6/1～9/30まで軽装による勤務

照明の消灯 昼休み時間の完全消灯､電灯の本数を少なくする

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
補助

住宅用太陽光設置工事費の一部を補助(上限20万円)

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6月～9月の間の夏季軽装 2007～実施

照明の消灯 昼休み時間の完全消灯､電灯の本数を少なくする

自動車の利用削減 電動自転車の導入

ｶﾞｿﾘﾝ代削減 電気自動車の導入

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2010～実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11/1～3/31まで実施

照明の消灯 昼休み時間の完全消灯､電灯の本数を少なくする

廃食用油回収および使用
廃食用油を資源物回収し､精製業者に廃食用油を売却し､精製さ
れたBDFを一部を温浴施設(ﾍﾙｼｰｼｬﾄｰ)で使用中｡

2009～実施

比布町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

住宅太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入補
助

住宅への設置に対する一部補助(上限額21万円)

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 6/1～9/30まで実施

上川町内防犯灯LED化更新補
助事業

町内会が設置する防犯灯をLED化する費用を補助 2008～実施

住宅ﾘﾌｫｰﾑ等補助金 町内の住宅の省ｴﾈ･新ｴﾈ設備導入に対する補助事業

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ 毎週水曜日実施

国民運動｢COOL CHOICE｣への
賛同

ﾏｲｶｰ規制ｲﾍﾞﾝﾄでの地球温暖化対策運動の普及啓発

東川町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6/1～9/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30までｸｰﾙﾋﾞｽﾞを実施

街路灯のＬＥＤ化事業 街路灯のＬＥＤ化（団体への補助） 68基

上富良野町生活灯設置整備補
助

町内会設置の生活灯LED化に9割補助 2011～実施

上富良野町住宅ﾘﾌｫｰﾑ等助成
金

高断熱化･省ｴﾈ化･新ｴﾈの導入に対する補助 2008～実施

環境対策促進事業 2011～実施

上富良野小学校校舎新築 ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟと太陽光発電設備導入 2011～実施

⑧
上
川

美瑛町

名寄市

富良野市

鷹栖町

東神楽町

当麻町

愛別町

上川町

上富良野町

旭川市

士別市
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振興局 市町村名

その他

中富良野町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2015～実施

南富良野町
ﾉｰ残業ﾃﾞｰ ﾅﾁｭﾗﾙｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6月
~9月

毎週金曜日実施(節電) 2010～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ導入促進事業補助
金

･薪ｽﾄｰﾌﾞ､薪ﾎﾞｲﾗｰ購入費の1/2以内(上限25万円)
･薪ｽﾄｰﾌﾞ､薪ﾎﾞｲﾗｰ設置費の1/2以内(上限30万円)
･家庭用薪購入費～1㎥当たり2,000円

2014～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月1日～9月30日まで

和寒町省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進支援事
業

太陽光発電ｼｽﾃﾑを設置した場合､最大出力の値×3万円の補
助､木質ﾌﾞﾘｹｯﾄｽﾄｰﾌﾞ設置､木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ設置､省ｴﾈ住宅改修
した場合は､補助対象経費の1/2を補助

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月1日～9月30日まで

庁内の省ｴﾈ 昼休み消灯､照明本数の減､電気給湯器低温設定

環境ﾓﾃﾞﾙ都市ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 木質ﾊﾞｲｵﾏｽのｴﾈﾙｷﾞｰ化

ｴｺ･ｱｸｼｮﾝﾎﾟｲﾝﾄ事業
環境配慮活動に対しﾎﾟｲﾝﾄを付与し貯まったﾎﾟｲﾝﾄを町内で使用
可能な商品券と交換できるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

快適住環境整備促進事業
高断熱､高気密等の住宅改修補助
太陽光発電設備補助

環境未来都市推進事業助成 町民が主体的に行う温暖化対策の取組みに対し助成を行う｡

森林環境教育事業
未就学時から高校生を対象に一貫した森林環境教育ｶﾘｷｭﾗﾑを
実施

ﾏｲﾊﾞｯｸ運動 ﾏｲﾊﾞｯｸ運動を継続実施

BDF推進事業 廃食油を回収しBDFを製造｡ｺﾞﾐ収集車に活用 2009～実施

地域公共交通事業 乗合ﾀｸｼｰの運行 2011～実施

ﾉｰｶｰﾃﾞｰ 6月～9月まで､水曜日と金曜日の週2回実施 2013～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組み 6月～9月まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組み 6月～9月末まで実施

町施設省ｴﾈ
ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ

昼休み消灯､退庁時PCｺﾝｾﾝﾄを抜く    通年
職員による通勤車両の自粛(毎週金曜日に取組み)

太陽光発電設備その他新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ工事に係わる補助事業

個人への補助

音威子府村 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

公共施設における照明の消灯･
減灯

昼休みの消灯及び照明本数の減

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

公共施設における照明の消灯･
減灯

昼休みの消灯及び照明本数の減

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

公共施設における照明の消灯･
減灯

昼休みの消灯及び照明本数の減

ク－ルビズの実施 6月1日～9月30日まで実施

公共施設における照明の消灯･
減灯

昼休みの消灯及び照明本数の減

クールビズの実施 6月1日～9月30日まで実施

幌加内町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組み 6月～9月まで実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ 毎月､1日以上取り組むよう､職員に呼びかけ

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ
毎週水曜日を基本とし､職場の業務状況によっては他の曜日に
取り組む｡

2008年9月にｽｰﾊﾟｰ4件とﾚｼﾞ袋有
料化に関する協定締結

庁舎内照明の消灯 昼休み時の消灯 2004～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組み 6/1～9/30まで実施 2005～実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組み 11/1～3/31まで実施

ﾚｼﾞ袋削減に向けた取組の協定
市内事業者と協定を締結し､ﾚｼﾞ袋無料配布を中止し､ﾏｲﾊﾞｯｸ持
参率の目標を定める｡

環境月間事業
環境月間に振興局と連携し､ﾊﾟﾈﾙ展を開催するとともに､環境団
体との共催で街頭啓発を実施｡

増毛町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施 Ｈ１７～実施

小平町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施 11月1日～3月31日まで実施

役場庁舎における照明の消灯 昼休みの消灯･照明本数の減

羽幌町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

初山別村 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日の期間を夏季軽装可とする 実施済

遠別町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施

天塩町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで

環境都市宣言
環境に関する取組みをさらに進めるとともに､市民一人ひとりが
環境に対する意識を一層高めるため､自ら参加･行動することを
宣言し､その決意を内外に明らかにするため

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ 温室効果ｶﾞｽ排出抑制のため､毎月1回実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

中間処理施設の建設
生ｺﾞﾐ処理の過程において発生するﾊﾞｲｵｶﾞｽを回収し､ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発
電により施設運転の電力としようするほか､ﾊﾟｯｶｰ車の燃料として

街路灯設置助成
市内各町内会の防犯灯設置及び取替に係る費用の7割を助成
し､LED化を推進

⑩
宗
谷

稚内市

⑧
上
川

美深町

中川町

下川町

⑨
留
萌

占冠村

留萌市

苫前町

和寒町

剣淵町
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事業名 事業概要 R1実績 摘要
振興局 市町村名

その他

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施 11月1日～4月30日

第2次稚内市環境基本計画
環境都市宣言に示した行動に基づき､地球環境への負荷を低減
した地域社会を実現し､市民がいつまでも健康でかつ安全に暮ら
せるまちを目指すもの｡

稚内市地球温暖化対策実行計
画（事務事業編・区域施策編）

温室効果ガスの排出抑制に向けた対策を総合的・効果的に推進
するため

ﾌｧﾐﾘｰｴｺ実態調査 全村民を対象に実施

3Rを通じたｺﾞﾐ減量化の普及促
進

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組み 6月～9月まで実施 2007～実施

ｴｺ運転啓発事業所訪問 2013～実施

地球温暖化防止啓発標語募集 2017～実施

新ｴﾈ･省ｴﾈ設備等導入促進補
助制度

太陽光発電設備35万円･省ｴﾈ給湯機設備10万円･LED照明設備
(一般)2.5万円(事業所)10万円･木質系燃料ｽﾄｰﾌﾞ購入5万円が上限

2007～実施

浜頓別町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月～9月 2007～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月1日から9月30日まで 2007～実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11月1日から4月30日 2011～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2007～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

豊富町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

礼文町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

利尻町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

利尻富士町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ･ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施 夏期間､冬期間 2002～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの実施 6月1日～9月30日まで実施 1回

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
補助制度

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑの設置費の一部を補助

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入
費補助

市内の住宅に太陽光発電ｼｽﾃﾑ(2kW以上､10kW未満)を設置する市
民に対し､定額6万円の補助､家庭用蓄電池(但し太陽光発電ｼｽﾃﾑ
との同時設置が条件)を設置する市民に対し､定額15万円の補助

25件うち、
蓄電池設置
20件

LED防犯灯設置費補助
設置費の4分の3以内(設置額が1灯44,000円を超える場合は
44,000円を補助対象限度額)

204灯 補助対象：町内会（団体等）

木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞとﾎﾞｲﾗｰ導入補
助

補助対象経費の2分の1以内で､ｽﾄｰﾌﾞ20万円､ﾎﾞｲﾗｰ100万円が
上限額

ｽﾄｰﾌﾞ3件

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6/1～9/30 広報紙へ啓発記事の掲載1回

新ｴﾈ省ｴﾈの普及啓発 出前講座や講演会の開催､市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上での啓発
ｾﾐﾅｰ開催
R1.11月
参加者46名

公用車によるBDFの実用走行
家庭から収集された廃食油を原料としてBDFを製造し､軽油代替
燃料として､公用車により実用走行

R1.5.1～R1.10.31
BDF452ℓ使用
4,374km走行

ﾚｼﾞ袋削減推進連絡会の設置及
び連絡会加入者の募集

市内事業者や市民団体等と｢ﾚｼﾞ袋削減に向けた取組に関する
協定｣を締結し､広く広報活動を実施

広報紙へ啓発記事の掲載1回

新ｴﾈﾙｷﾞｰ高効率利用促進補
助事業

市内の住宅に定置用蓄電ｼｽﾃﾑを設置する市民に対し、定額10
万円の補助（但し太陽光発電ｼｽﾃﾑが既に設置されている住宅

39件

地球温暖化対策推進事業
家庭でできる地球温暖化対策を紹介したﾘｰﾌﾚｯﾄを全戸配布
(2008､2014､2016)､地球温暖化対策に係る家庭向けｱﾝｹｰﾄを実
施(2016)

2013ﾘｰﾌﾚｯﾄを作成､2014に41団
体に配布､2016改訂版作成､市内
1,624事業所に配布､2017第2次
改訂版作成､913事業所に配布

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ普及促進事業 ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞを購入する市民に対し､購入費用の一部を助成

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月1日～9月30日まで実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの取組
市職員による通勤車両自粛｡
毎月第3水曜日(6月期については毎週水曜日)に実施

地球温暖化対策推進事業
事業所でできる地球温暖化対策を紹介したﾘｰﾌﾚｯﾄを作成(2013､
2017)､地球温暖化対策に係る事業者向けｱﾝｹｰﾄを実施(2015)

ノーマイカーデーの取組（事業
所）

市内の主要官公庁、事業所等による通勤車両自粛｡
毎月第3水曜日(6月期については毎週水曜日)に実施

ウォームビズの取組 11月12日～4月30日

紋別市太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
推進事業

1kW当たり5万円(20万円が限度額)の補助金交付

紋別市太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置に
伴う資金貸付け

60万円まで(無利子)

街路灯LED化事業
町内会が所有する街路灯を､水銀灯からLED灯に換え､CO2を削
減するための計画･調査委託

ﾚｼﾞ袋削減の取り組み
地球温暖化防止対策の一環としてCO2削減のため､市内ｽｰﾊﾟｰ3
店舗と協定し､ﾚｼﾞ袋削減の取組みを行っている｡

2016年度のﾚｼﾞ袋平均辞退率は
87.13%

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ
6/1～9/30 ﾉｰﾈｸﾀｲ､ﾉｰ上着の軽装で仕事を行っており､特にｵ
ﾎｰﾂｸﾌﾞﾙｰ色の軽装着用を呼びかけている

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ 毎週水曜日に設定し､職員に呼びかけている

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの取組 毎週金曜日に設定し､職員に呼びかけている

･BDF普及の促進
･BDFの製造

･町内のｲﾍﾞﾝﾄにてBDFの展示を実施
･廃食用油からBDFを製造し､重機等に使用

公共施設等における照明機器
の消灯

必要箇所(窓口等)以外における昼休み時の照明機器の消灯

木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ普及促進事業
住宅へのﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞの導入費用助成
購入経費の2/3(上限40万円)

未来につなぐ森づくり推進事業
町内外の企業などから寄附を受け､町内のFSC森林認証林で
CO2をｵﾌｾｯﾄする

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6/1～9/30まで実施

稚内市

⑩
宗
谷
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美幌町

北見市

網走市

紋別市

中頓別町

枝幸町

幌延町

猿払村
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事業名 事業概要 R1実績 摘要
振興局 市町村名

その他

ﾉｰｶｰﾃﾞｰ 6月～11月の第3金曜日に実施

緑の募金の森づくり 緑の募金を活用し､町有林に植樹を実施

木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ導入支援事業 経費の2/3を補助(上限25万円)

太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入支援事
業

4万円*kw､12万円のいずれか少ない額 4件

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ 毎週1日設定し､職員に呼びかけ

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30

斜里町
住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
補助

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置に対し､最大出力1kwあたり7万円
の補助金

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30軽装による勤務 4ヶ月間

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入
補助事業

1kwあたり6万円の補助金交付(限度額30万円) 0件

公共施設における照明の消灯 昼休憩時間（12:00～13:00）における照明の消灯 通年

緑の植樹事業
町民や町内団体と協同で、桜やヤマモミジ等の苗木の植栽を実
施

1回

小清水町
ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ､ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ(冷暖房温度
の管理､夏季軽装など)

5/11～9/30まで実施

太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入事業補
助

1kwあたり7万円の補助金交付(限度額28万円) 2010～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2006～実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11/1～4/30まで実施 2012～実施

置戸町
住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
費補助

1kwあたり7万円の補助金交付(限度額28万円) 2009～実施､2012制度見直し

クールビズの取組 5/20～9/30まで実施

ノー残業デー 毎週火･木の2日間一斉退庁

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
費補助金事業

1kW当たり30万円(新築)､1kW当たり10万円(既築)の補助金交付 １件

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ購入費補助金事業 定額30万円の補助金交付 １件

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 町関係組織でのｸｰﾙﾋﾞｽﾞ実施(6月～9月) 2019.5.15～2019.10.31 170日間

ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ補助金
ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ補助金(個人住宅用の太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置補助･
上限66万円､ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ上限30万円､ｴｺｷｭｰﾄ･ｴｺﾌｨｰﾙ15万円)

滝上町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 夏期間の軽装の励行 2013～実績8件

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 冬期間の効率的な暖房の使用

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進 公用車の燃料使用料削減の取組

公共施設における照明の消灯
及び間引き

公共施設の電気使用料削減の取組 2007～実施

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
費補助金

1kW当たり13万円の補助金交付､最大65万円 1件 2011～実施

庁舎内の照明消灯 昼休みの消灯､照明本数の減 実施 2013～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 実施 2015～実施

クールチョイス事業の取組
バスラッピングによる公共交通利用促進、ウォームシェアによる
公共浴場利用促進、エコライドマップ作成

実施 2019～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

公用車の適正使用 適切な運行管理､長距離出張時の低燃費車使用

街路灯LED化整備事業 街路灯をLEDに改修 2005～実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ
7、8月中における毎週水曜日及び毎月の第3水曜日、月末の金
曜日の一斉退庁（18時まで）

2006～実施

夏の軽装期間の設定
(ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ)

実施期間 6/1～9/30 2000～実施

夏の軽装期間の設定
(ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ)

実施期間 6/1～9/30

夏の軽装期間の設定
(ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ)

実施期間 6/1～9/30

ﾉｰｶｰﾃﾞｰ 毎月第一金曜日に通勤時の自家用車利用自粛
6314人
33,787㎞

H17～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 5/27～10/4軽装による勤務 H18～実施

出前環境教室の開催 地球温暖化防止などについて教室を開催
34件
989人

H12～実施

新ｴﾈﾙｷﾞｰ導入促進補助金
太陽光発電システム（蓄電池併設含む）、ペレットストーブ、エコ
キュート、エコジョーズ（ガスコージェネレーションシステム併設含
む）に補助

太陽光：95件
（うち蓄電池併設：47件）
ペレットストーブ：5件
エコキュート：52件
エコジョーズ：189件
（うちガスコージェネレーションシ
ステム併設：3件）

H12～実施

太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入資金貸
付

無利子で最大10年間融資 7件 H21～実施

太陽光発電ｼｽﾃﾑ補助事業 経費の1/3以内、上限10万円 21 2008～実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの実施 環境週間に合わせ職員に呼びかけ
延べ341人
1,763.4km

2011～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 5/27～10/4 2009～実施

環境週間の設定及び取組 ﾊﾟﾈﾙ展等の実施、期間6/24～7/12 ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰなど 2005～運用

環境家計簿の作成 ﾊﾟﾈﾙ展等で配布､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載 2007～実施

啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ･ﾁﾗｼの作成 ﾊﾟﾈﾙ展等で配布

士幌町 士幌町環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 町管理施設の省ｴﾈ等取組ｼｽﾃﾑ運用
2007は､8月のみ
2008､2009は､6月～8月

美幌町

⑪
オ
ホ
ー

ツ
ク

⑫
十
勝

帯広市

興部町

佐呂間町

西興部村

雄武町

大空町

音更町

津別町

清里町

訓子府町

遠軽町

湧別町
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事業名 事業概要 R1実績 摘要
振興局 市町村名

その他

士幌町 クールビズ 6/1～9/30まで実施

上士幌町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6/1～9/30まで実施

ｻﾏｰﾀｲﾑの実施 6月～9月 -

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6月～9月 6月～10月

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11月～3月 -

鹿追町住宅用太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑ導入費補助

町内の住宅に住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑを新設する場合､ｼｽﾃﾑ
設置経費の一部を補助｡

7件 7件×200,000円＝1,400,000円

公用車の台数削減 2010 1台､ 2011 2台､2014 1台

公用自転車の購入 役場3台､保健福祉ｾﾝﾀｰ1台

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 6/1～9/30まで実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの実施 夏季のみ第1・3金曜日に職員に呼びかけ
延べ220人
実施距離470.7km

2009～実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｰの実施 毎週水曜日に実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 5/15～9/30まで実施 96日間 2017～実施

ﾉｰｶｰﾃﾞｰの取り組み 6～9月の第1金曜日をﾉｰｶｰﾃﾞとし、職員に呼びかけ 3回（6月、7月、9月） 2008～実施

新ｴﾈ･省ｴﾈの普及啓発 中学校での出前講座､町民を対象としたｾﾐﾅｰの実施

太陽光発電設置補助事業
1KW当たり2010は7万円､2011は6万円の､2012は5万円､2013以
降は3万円の補助金交付

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ 6～9月の第1金曜日はﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰとし､職員に呼びかけ ４回

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組
6/1～９/30まで実施
※5/1～31、10/1～31は試行として実施

１回

ﾍﾟﾚｯﾄ製造施設運営事業補助
高齢者事業団により､町内で発生した剪定枝等を利用した木質ﾍﾟﾚｯ
ﾄの製造･販売事業に対する製造設備及び運営費用の一部を助成

太陽光発電設置補助事業 1KW当り7万円の補助金交付

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11/1～4/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 6/1～9/30まで実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの取り組み 毎週木曜日 職員に呼びかけ

BDF化への取組 ｽｸｰﾙﾊﾞｽのみ

街路灯･防犯灯LED化整備事業 街路等･防犯灯をLEDに改修

太陽光発電システム導入補助
金交付

住宅用：1ｋｗ当たり7万円　限度額20万円、事業所用：１ｋｗ当た
り４万円　限度額３０万円

太陽光発電設置補助 設置経費の1/2を補助(上限10万円)

内窓ｻｯｼ設置補助
大ｻｲｽﾞ2.8㎡以上 1万8千円/箇所
中ｻｲｽﾞ1.6～2.8㎡未満 1万2千円/箇所
小ｻｲｽﾞ0.2～1.6㎡未満 7千円/箇所の補助(上限12万円)

2009～実施

ﾉｰｶｰﾃﾞｰ 6月～9月中の第1金曜日の自家用車利用自粛 2010～実施

広尾町 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 2009～実施

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入
補助金

発電ｼｽﾃﾑ設置費に対し助成
3kwまで4万円/kw､3kw超3万円/kw(上限15万円)

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞの導入補助金
購入費に対し助成
購入費の1/2(上限15万円)

住宅用太陽光発電導入支援補
助金

発電ｼｽﾃﾑの最大出力値1kwあたり7万円(上限20万円)を交付

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ設置補助 1kw5万円～4kw20万円まで補助

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 6/1～9/30まで実施 実施

公共施設における照明の減灯･
消灯

実施

OA機器の待機電力の削減

太陽光発電設置補助事業
1KW当たり6万円の補助金交付
(上限:4KW 24万円)

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 ５月１日から９月３０日まで実施

ノーカーデイ
年4回職員が通勤に使用する自家用車を使用しないよう働きか
けを行っている

木質ﾍﾟﾚｯﾄ燃焼機器導入補助 機器価格の3/4(上限30万円)を補助 6件

一般住宅太陽光発電ｼｽﾃﾑ導
入補助

1kwあたり5万円､最大4kwまで上限20万円を補助 2件

森林吸収量事業
町有林内にて､森林吸収量地域を設定し､J-VER登録によりｶｰﾎﾞﾝ･
ｵﾌｾｯﾄを実施､北海道森林ﾊﾞｲｵﾏｽ吸収量活用促進講義会事業

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ･ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施

ｸｰﾙﾁｮｲｽ 賛同自治体として参加

地域交通利用促進事業 路線ﾊﾞｽの利用助成等 1785件　2,992千円
十勝バス、北見バス利用の場合
助成

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

各種森林整備･保護事業 森林整備･保護､町民植樹祭の開催等

太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入補助事
業

住宅等に太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置する費用の一部助成(上限20万
円)

0件

木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ購入費補助事
業

住宅等に木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ設置する費用の一部助成(上限15万
円)

1件

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30 継続中

⑬
釧
路

釧路市
釧路市住宅用太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑ導入補助金

1kWあたり2万円の補助金交付(上限6万円) -

⑫
十
勝

陸別町

浦幌町

清水町

芽室町

中札内村

更別村

足寄町

大樹町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

鹿追町

新得町
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事業名 事業概要 R1実績 摘要
振興局 市町村名

その他

地球温暖化防止対策促進 体験ｴｺ教室 2件

軽装(ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ)の取り組み 4か月

釧路市ｴｺｵﾌｨｽ活動 紙･ごみ･ｴﾈﾙｷﾞｰを目標値管理 -

｢CO2削減/ﾗｲﾄﾀﾞｳﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣
への参加

市有施設の消灯(旧｢百万人のｷｬﾝﾄﾞﾙﾅｲﾄ｣) -

ｸﾞﾘｰﾝ購入 物品等の購入の際に環境に配慮した商品を選択
99.9％
（2018実績）

電気使用量測定機器と燃費計
の貸し出し

･ｴｺﾜｯﾄ  11台 ･ﾜｯﾄﾁｪｶｰ 21台 ･燃費計  5台
貸出件数
ｴｺﾜｯﾄ1台
ﾜｯﾄﾁｪｯｶｰ1台

ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ運動 運動の趣旨に賛同した方にｽﾃｯｶｰを配布(市民･事業者) 0件

｢ｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞ宣言｣と｢環がまち釧
路･ECOﾒﾝﾊﾞｰ登録｣

日頃から実行している､あるいはこれから取り組もうとしている環
境配慮行動を､｢30のｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞ項目｣にﾁｪｯｸ

-

全市一斉ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの実施 -

環境家計簿の作成
家庭から排出される二酸化炭素を記録し､抑制のための取り組
みに活用してもらう

271冊配布

ｸｰﾙﾁｮｲｽの推進 釧路市としてｸｰﾙﾁｮｲｽへの賛同と､市民への啓発活動 -

釧路市ecoライフ促進支援補助
金

省エネ設備等を設置する市民対し、その費用の一部を補助する。
ｴｺｼﾞｮｰｽﾞ・ｴｺｷｭｰﾄ・ｴｺﾌｨｰﾙ　3万円　　※1
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式暖房　6万円　※2
家庭用燃料電池　15万円　※3
定置用蓄電池　8万円　※4
ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ　6万円　※5
木質ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ　上限10万円　※6

※1　25件
※2　15件
※3　 2件
※4　14件
※5　12件
※6　 0件

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施 4ヶ月

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入
補助

1KW当たり5万円の補助金交付(上限4KW 20万円:7基) 1件

町内会防犯灯LED化補助 更新1灯当たり2万円の補助金交付(30灯) 28灯

街路灯LED化整備事業 街路灯をLEDに改修 0件

ｸﾞﾘｰﾝ購入 物品等の購入の際に環境に配慮した商品を選択

厚岸町民の森植樹祭 無立木地の解消を促進

環境学習の推進 環境講演会や環境ﾊﾟﾈﾙ展の実施 2008～実施

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
奨励金交付

町内で住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑを設置する者に対し､奨励金を
交付(上限15万円)

2008～実施

役場庁舎における照明の消灯 昼休み時間中の消灯

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ 毎週水曜日に設定し､職員に呼びかけ

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11/1～4/30まで実施

環境講演会開催
「なにが起きている？なにが起こる？地球温暖化」を演題とし、気
候変動適応センター行木副センター長より講演をいただいた。

2020.2.22
開催
99名参加

2009～実施

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等導入支援
対策事業費補助金

太陽光､小型風車､地中熱(上限 10万円) 2006～実施

防犯灯整備事業補助(1/2) 町内会の防犯灯をLEDに改修

浜中町植樹祭 湯沸山に苗木800本を植樹 2008～実施

廃食用油回収及び使用
廃食用油を資源物回収し､精製業者に廃食用油を売却し､精製さ
れたBDFを一部公用車及び重機に燃料として利用

2010～実施

資源物ﾘｻｲｸﾙ ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ容器､空缶･空瓶･ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ､紙類･衣類のﾘｻｲｸﾙ

普及啓発 町広報誌等による省ｴﾈﾙｷﾞｰの啓発

ﾚｼﾞ袋有料化の取り組み ﾚｼﾞ袋を有料化し､削減運動を継続実施

今夏･今冬の節電に向けた浜中
町の集中対策の実施

7%の削減目標を施設ごとに設定し､目標を達成するため､全職員
等に節電の協力要請

2009～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 11/1～4/30 2006～実施

標茶町 えこほｰむ報償 住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置者に対し報償品を贈呈

太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置費補助
金

1kwあたり3万円の補助金交付(5kwが上限)

ﾉｰﾏｲｶｰ通勤ﾃﾞｰ 6月～9月に月一回程度実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

弟子屈えこﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ事業
7～10月の間､摩周湖等を巡回する観光ﾊﾞｽの燃料に100%BDFを
使用

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ 5/27から10/4まで実施 実施済

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入
事業費補助金交付

住宅に新規設置の発電ｼｽﾃﾑへの補助(上限210千円)
5件
2,493千円

一般家庭木質系燃料ｽﾄｰﾌﾞ購
入事業費補助金交付

家庭用室内型､木質燃料を使用するｽﾄｰﾌﾞ  購入費用の1/2居以
内(上限150千円)

3件
450千円

植樹祭 村有地内にｴｿﾞﾔﾏｻﾞｸﾗ45本、ﾆﾄﾘｻﾞｸﾗ5本を植樹 ｴｿﾞｼﾔﾏｻﾞｸﾗ45本、ﾆﾄﾘｻﾞｸﾗ5本

COOLCHOICE運動 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ､ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ､ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ等温暖化防止運動の実施 2010～実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｰの実施 毎週水曜日に実施

庁舎内の照明のこまめな消灯 昼休み時間の消灯

ﾉｰ残業ﾃﾞｰ 毎週水曜日設定し､職員に呼びかけ

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ､ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 北海道と共催

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの啓発 エコドライブ模擬体験会の実施 2007～実施

釧路市

⑬
釧
路

⑭
根
室

根室市

弟子屈町

釧路町

厚岸町

浜中町

鶴居村

白糠町

- 86 -



事業名 事業概要 R1実績 摘要
振興局 市町村名

その他

ごみの3Rの取組 ごみ分別の拡大など 2010～実施

環境共生型の森林づくりの推進
市民やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体との協働による環境共生型の森づくりを推
進

2000～実施

環境学習等の取組
ｴｺｽｸｰﾙ･地球環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ‐落石岬見学会(20回目)､ね
むろｶﾞｲｱﾅｲﾄ(7回目)の実施

2001～実施

ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの取組 12/1～3/31まで実施 1988～実施

地域貢献中小企業支援事業(ｴｺ
型住宅建設促進事業)

町内業者への発注を条件とし､省ｴﾈ住宅(ｴｺ型住宅)の新築･増
改築をする町民に対し､新築の場合は20%(上限75万円)､増改築
の場合は40%を補助(上限50万円)

2007～実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 5/28～9/30まで実施 2007～実施

植樹活動 植樹祭､造林事業 2011～実施

公共施設における照明の消灯 昼休みの消灯､照明本数の間引き 2006～実施

公共施設におけるOA機器の電
源を切る

昼休み､外勤等 2011～実施

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置
補助事業

1KWあたり3万円の補助金交付(上限15万円) 冬期は実施せず

ﾘﾌﾚｯｼｭｳｫｰｸﾋﾞｽﾞ 毎週水曜日

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取り組み 6/1～9/30まで実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰの取組 4～11月 水曜日に実施

ﾉｰ残業ﾃﾞｰの取組 毎週水曜日

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞの取組 6/1～9/30まで実施

役場庁舎における照明の消灯 昼休み時間の消灯｡日中の窓際照明の消灯｡

根室市

⑭
根
室

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

振興局別 地域 事業主体 内　　　　　　　容 部門

石狩管内 江別市
えべつ地球温暖化対策地域協
議会

えべつ地球温暖化対策地域協議会は、地域ぐるみで行う地球温暖化防止等の環境保全を
効果的に推進するための方策の協議、計画、実施等のため、平成16年２月設立。H30年度
は、「えべつ環境広場」を開催した。構成員：12団体及び個人会員

民生（家庭）部門

石狩管内 石狩市
京セラコミュニケーションシステ
ム(株)

京セラコミュニケーションシステム(株)は、太陽光や風力など再生可能エネルギー由来の電気
だけを使うゼロエミッション・データセンターを石狩湾新港地区に開設する。2021年中に稼働
開始予定で、2022年に再エネ100％で稼働する計画。

民生（業務）部門

石狩管内 石狩市
シンエネルギー開発(株)、(株)
奥村組

シンエネルギー開発(株)及び(株)奥村組は、石狩湾新港の工業団地に木質バイオマス発電
所を建設し、2022年10月の運転開始を目指す。

エネルギー転換部門

石狩管内 石狩市 北海道ガス（株）
北海道ガス（株）は、出力約２千kWの廃熱発電施設を新設する。同港内に設置する液化天
然ガス（LNG）火力発電所から廃棄される熱を再利用することで、発電コストや二酸化炭素排
出量の低減につなげる計画。

エネルギー転換部門

石狩管内 恵庭市 水ｉｎｇ（株）
水ｉｎｇ（株）は、恵庭市内の下水処理場で、バイオガスによる発電事業を開始した。出力数は
道内最大となる450kWで、下水処理中に発生するメタンガスを恵庭市から燃料として購入し
て売電を行う。

エネルギー転換部門

石狩管内 恵庭市 ゴールドパック（株）

ゴールドパック（株）は、大手飲料メーカーを含む約15社の生産を受託し道内向けにミネラル
ウォーターや炭酸飲料などを製造している恵庭工場に製造ラインを新設し、小型樹脂素材か
らその場でペットボトルを成型できる最新設備を導入することで、各メーカーが成型したペット
ボトルを使用する従来の方法よりも、プラスチック使用量を半減させるとともに、物流コストの
低減にもつなげている。

産業部門、運輸部門

石狩管内 札幌市 生活協同組合コープさっぽろ
生活協同組合コープさっぽろは、事業運営を100％再生可能エネルギーで調達することを目
標に掲げる企業・団体が加盟する国際的な取組「ＲＥ１００」に加盟した。2040年までに再エ
ネ使用比率を100％にする計画。

民生（業務）部門

石狩管内 札幌市
（NPO）そらべあ基金、ソニー損
害保険（株）

再生可能エネルギーの普及活動や環境教育を行う特定非営利活動法人そらべあ基金は、と
ソニー損害保険は、札幌市厚別区の札幌みづほ幼稚園に、太陽光発電設備「そらべ発電
所」を寄贈した。今回の寄贈は全国で67基目で、道内では初めての寄贈となった。寄贈式典
では、参加した約50人の園児は、地球温暖化で母グマと離れ離れになった兄弟グマの物語
を描いた紙芝居や手回し発電機で扇風機を回す体験を通じて環境問題について学んだ。

民生（業務）部門

表12  事業者、ＮＰＯ等の取組状況（令和元年度）
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振興局別 地域 事業主体 内　　　　　　　容 部門

後志管内 小樽市 小樽商工会議所
小樽商工会議所は、環境・エネルギー委員会を設置し、「地球環境等環境問題に関す
る事項」、「エネルギーに関する事項」、「リサイクルの推進に関する事項」に係る事業
活動を推進するため、毎年数回委員会を開催している。

産業部門

後志管内 小樽市 北海道千年の森プロジェクト
小樽市民が中心となって結成された「北海道千年の森プロジェクト」は、市や事業者、
NPO法人などの助成や後援の下、市民参加の植樹活動や講演会などを年に数回開催
している。

森林等による二酸化炭素
吸収源対策

後志管内 古平町 古平町、大成建設(株)
大成建設(株)が設計中の「古平町中心拠点誘導複合施設」が、建築物省エネルギー性
能表示制度（ＢＥＬＳ）に基づく最高ランクを獲得するとともに、一次エネルギー消費を５
０％以上削減する「ＺＥＢ Ready」認証を道内の公共施設としては初めて取得した。

民生（業務）部門

胆振管内 厚真町
厚真町エネルギー６次産業化
コンソーシアム

厚真町と再生可能エネルギーや熱供給の技術を持つ民間企業でつくる共同事業体
は、令和元年度からの３年間で、厚真町内の各公共施設に太陽光発電・蓄電池を整備
し電力供給を行うとともに、胆振東部地震で大量発生した倒木を活用した木質バイオマ
ス発電の廃熱を利用したイチゴ栽培を行うことで新産業の創出を進めている、なお、こ
の事業は、非常時の電力供給や熱供給による避難所の空調環境の確保にもつながっ
ている。

共通的・基盤的施策

胆振管内 洞爺湖町 洞爺湖温泉利用協同組合 洞爺湖温泉利用協同組合は、温泉排熱を利用したヒートポンプを設置している。 民生（業務）部門

胆振管内 洞爺湖町 とうや湖農業協同組合
とうや湖農業協同組合は、環境への負荷が少ない自然エネルギーである「雪」を利用し
て、省エネルギー・二酸化炭素排出抑制を目的とした雪蔵野菜貯蔵施設を建設し利用
している。

民生（業務）部門

渡島管内 函館市
アースデイ＠DONAN実行委
員会

アースデイ函館実行委員会は、地球規模の環境問題を住民と共有し、住民意識の向
上を目指すため「アースデイ道南2019」を開催した。

民生（家庭）部門

渡島管内 函館市
函館市地球温暖化対策地域
推進協議会

函館市地球温暖化対策地域推進協議会は、日常生活に関する温室効果ガス削減に
向け、具体的対策に連携して取り組む組織として、平成23年８月に設置。令和元年度
は、はこだてノーマイカーデー、はこだてエコライフフェア等を実施した。
構成員：住民団体５、事業者12、高等教育機関８、地球温暖化防止活動推進員１、地
方公共団体２

民生（家庭）部門

渡島管内 函館市 民間企業
民間企業２社は、函館市内の南茅部地域と恵山地域においてそれぞれ地熱発電事業
を計画している。

エネルギー転換部門

上川管内 富良野市 ふらの市民環境会議

ふらの市民環境会議は、富良野市環境基本計画に基づき環境保全・創造に市民・事
業者等が取り組むため、意見・情報交換の場として平成15年1月に設立。令和元年度
は、講演会やふらの環境展2019（各種コンクール作品展示、研究発表、リサイクルマー
ケット）を開催した。

民生（家庭）部門

上川管内 占冠村 占冠村、ヤマト運輸（株）
占冠村とヤマト運輸（株）は、宅配事業者が荷物を届ける際に途中の一部区間を公共
交通機関で運ぶ「貨客混載」事業を始める。道内20カ所目の実施となるが、公営バスを
活用した事業は道内で初めてとなる。

運輸部門

留萌管内 留萌市 （株）エフエムもえる
㈱エフエムもえるは、地域コミュニティを活用した地球温暖化対策啓発事業として、クー
ルチョイスイベント放送などの7つの番組制作を行った。

民生（業務）部門

釧路管内 釧路市 阿寒農業協同組合
阿寒農業協同組合は、牛のふん尿からバイオガスをつくるプラントを建設する。従来は
堆肥にして牧草の肥料に使っていたが、発電燃料に活用範囲を広げる。2020年稼働
予定。

エネルギー転換部門

※  事業者、ＮＰＯ等の取組状況の把握にあたっては、道において独自に市町村へ調査を行ったほか、国や道から優れた取組として表彰された事業者など
   の取組や新聞等の情報によりとりまとめました。
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渡島 森町 森町

『地熱⽔の農業利⽤による地域活性化〜副次熱⽔を利⽤した野菜の通年的な⽣産体制確
⽴〜』
・1982年の北海道電⼒森発電所の運転開始に伴い、地熱発電⽤蒸気に随伴する副次熱⽔
を有効利⽤する取組。

⼒から、地域における熱⽔の利活⽤の要請を受け、同町が検討を重ねた
結果、農業分野で活かすこととし、国の事業を活⽤して、熱交換器及び熱⽔供給システムを
導⼊。

⼒から無償提供される発電⽤蒸気から分離抽出した120℃の熱⽔の⼀部を熱交
換器に導き、河川⽔と熱交換により65℃前後の温⽔を園芸ハウス（現在97棟）に供給。ハウ
ス内にビニールチューブで温⽔を回すことで、厳冬期でも室温は15℃を下回ることなく、冬期
間の野菜栽培（キュウリ、トマト）が可能となっている。

⽐較すると、本システムで
は約20分の1の年間コストで運転を実現している。
【大賞】

民生（業務）部門

空知
岩見沢

市
株式会社トッ
キュウ

『地中熱暖房導⼊を契機とした社内の活性化と地域貢献の拡充』
・新社屋建設にあわせて、2018年に地中熱ヒートポンプ暖房を導⼊。これにより、暖房に要
する年間エネルギー消費量は、原油換算で4.47㎘から2.09㎘に削減（単位床⾯積あたりで
70％以上のエネルギー消費を削減）。

⼥性社員の悩みであった冬期の乾燥を防ぐとともに、南空知地域で導⼊
実績がなかったため、モデルケースとして率先導⼊し、地中熱利⽤を地域に普及させたいと
考えたことが導⼊のきっかけ。

⽣事業（料理教室、ヨガ教室
など）に活⽤するほか、岩⾒沢市主催の企業経営者向け⾒学会や⼦供向け環境教室の受
⼊を通じて、地域の企業や住⺠向けに地中熱利⽤の普及啓蒙活動に取り組むなど、地域貢
献活動を拡充。

⽤
の増加につながっている。
【優秀賞】

民生（業務）部門

振興局別 地域 事業主体 内　　　　　　　容 部門

石狩 札幌市
YKK AP 株式
会社 北海道支
社

『木造住宅の省エネルギーに貢献する高性能トリプルガラス樹脂窓の開発と普及』
・冬季における住宅の暖房エネルギー低減を目的に、トリプルガラス樹脂窓を北海道支社が
中心に開発を開始。これまで弱点であった開口部の断熱性能向上を図った。道内工場での
生産を行うとともに、北海道の標準窓化を目指した普及を進めている。
【省エネルギー部門大賞】

民生（家庭）部門

石狩 札幌市
株式会社アリ
ガプランニング

『積雪寒冷地型「ZEB」の実現』
・建築物の外皮性能の向上や外気温の影響を受けない地中熱・井水熱などの利用により、
北海道初となる、年間エネルギー収支がゼロ以上になる「ZEB」の達成を自社の社屋におい
て実現した。
【新エネルギー部門大賞】

民生（業務）部門

石狩 札幌市

株式会社シス
テック環境研究
所　札幌事務
所

『汎用空冷ヒートポンプエアコンを用いた寒冷地型高断熱・高気密住宅向け躯体蓄熱空調シ
ステムの実用化』
・家庭用の汎用ルームエアコン１台を熱源とした全館空調システムを実現。加熱・冷却を担
当するエアコンと空気循環を担当する送風ファンを役割分担させ、送風ダクトを錦密に配置
することで、通常の全館空調システムよりも広範囲の冷暖房を可能とし、またエネルギー効
率を高めている。
【省エネルギー部門奨励賞】

民生（業務）部門
民生（家庭）部門

石狩 札幌市
さっぽろ下水熱
利用研究会

『下水熱を利用した路面融雪システムの開発』
・道内初の取組みとして下水熱を利用した融雪実験を行い、融雪効果やコスト等の課題につ
いて明らかにした。
【新エネルギー部門奨励賞】

産業部門

表13  北国の省エネ・新エネ大賞（令和元年度、北海道経済産業局）

表14  北海道省エネルギー・新エネルギー促進大賞（令和元年度、北海道）
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釧路 釧路市 株式会社 北都

『未利用資源のトドマツ枝葉を原料とする廃棄物ゼロプラントの運営』
・森林に残置していた枝葉（未利用材）を活用し、空気浄化作用のある精油等を生産。既存
技術では精油抽出後の残さは水分量が多く産業廃棄物となるが、新技術を用いたことによ
り、開始時から全量熱利用、2018年からはゴミ袋等の原材料及び敷料としてマテリアルリサ
イクルしており、廃棄物の発生をゼロとしている。
【大賞】

廃棄物部門

渡島 鹿部町
株式会社 北海
道スカラップ

『ボイルホタテ貝殻の再資源化による廃棄物発生量削減の取組み』
・近郊の水産加工場で野積み放置されていたホタテ貝殻のリサイクル事業（土壌改良剤の
製造）を、関係者の要望を受け開始。H27には「ホタテガイ漁業促進協議会」を立ち上げ、排
出事業者と副産物処理の連携を強化。また、リサイクル製品の一部は地域の農場等に販売
している。
【優秀賞】

廃棄物部門

表15  北海道ゼロ・エミ大賞（令和元年度、北海道）

※　事業者、ＮＰＯ等の取組状況の把握にあたっては、道において独自に市町村へ調査を行ったほか、国や道から優れた取組として表彰された
　事業者などの取組や新聞等の情報によりとりまとめました。
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項目 概要 R1業務実績

先進技術の活用による木質バイオマス賦存
量推定手法の開発

　 先進技術の活用による木質バイオマス賦存量推定手法の開発については、衛星
画像を用いてモデル地域である当別町有林における人工林の成林状況を解析し、
森林管理区ごとの人工林成林率を明らかにした。この結果は、賦存量推定の元と
なる森林資源をより正確に把握するために道内自治体において活用される。

地盤情報を活用した地中熱利用拡大技術の
構築

　 地盤情報を活用した地中熱利用拡大技術の構築については、地中熱導入検討
施設における熱需要実測を行うとともに、単位長さ当たりの採熱量が通常の手法
（ボーリング機を用いて地中に掘削した孔に熱交換器用の管を挿入する方法）の５
倍でイニシャルコストは２倍とされている井戸式の地中採熱手法に着目し、先行施
工事例を対象に、採熱実験を実施した。これらの結果は、次年度に対象自治体で
実施する採熱実験の手法決定に活用される。

ニセコ地域における地熱構造モデル構築と地
熱資源量評価に関する研究

【重点研究】ニセコ地域における地熱構造モ
デル構築と地熱資源量評価（H29～R1）

　 ニセコ地域における地熱構造モデル構築と地熱資源量評価に関する研究におい
て、道立衛生研究所・北海道大学と共同で、物理探査・地化学探査などの総合的な
調査と解析結果から、地熱構造モデルを構築するとともに、持続的に利用するため
の地熱資源量を把握した。これらの成果は、地熱エネルギーを活用したまちづくりを
検討するニセコ・蘭越地区地熱資源利活用協議会の検討資料として活用される。

木質バイオマスの効率的な乾燥および集荷
方法の検討

　 木質バイオマスの効率的な乾燥および集荷方法の検討については、対象施設で
導入を予定しているボイラーが要求する水分26～35％の燃料を供給するため、林
地内でトドマツ丸太（長さ2.4m）の乾燥試験を行った。その結果、乾燥施設に入れな
くても林地内に積むだけで、夏期において井桁積みの場合は１ヶ月、従来の丸太を
各段で並行に積む方法でも雨水侵入防止と水はけに考慮すれば２ヶ月で、要求さ
れる水分までの低減が期待できることが明らかとなった。この結果は木質バイオマ
スの効率的な乾燥の研究開発に活用される。

木質バイオマス利用施設における熱利用技
術の改善

　 木質バイオマス利用施設における熱利用技術の改善については、木質バイオマ
スボイラーが導入される予定の学校施設を対象に、異種熱源を組み合わせたシス
テムのシミュレーションを行い、省エネ効果の高い仕様、運用を明らかにした。ま
た、施設運用及び環境学習向けのエネルギー利用状況の見える化イメージを作成
した。これらの成果は、当該施設の設計・運用及び類似施設における効率的なエネ
ルギー利用に活用される。

バイオマス燃料の高温燃焼技術開発

　 バイオマス燃料の高温燃焼技術開発については、河川流木と使用済みながいも
ネットの混合ペレット燃料を試験製造するとともに、前年度までに試作したボイラで
燃焼試験を行い、着火から安定して自動運転できることを確認した。この成果は、
ボイラ製造事業者の高灰分対応型バイオマスボイラの開発に活用される。

未利用資源のエネルギー利用技術の開発

　 未利用資源のエネルギー利用技術の開発については、プラスチックと塩分を含
むバイオマスの混合廃棄物の燃焼試験等を行い、燃焼時の有害ガスの発生量が
少なく、燃料利用が可能であることを示した。この成果は市町村のごみ処理施設で
の燃料製造及び公共施設での熱利用に活用される。

省エネ施設・省エネ街区の構築

　 省エネ施設・省エネ街区の構築については、津別町の公共施設のエネルギー消
費量に関する資料調査及び実測調査を行い、主要公共施設のエネルギー消費量
を把握した。これらの成果は、公共施設等の省エネ化、まちなか再生計画等の行政
施策の実施や検討に活用される。

北海道における住宅の特長を生かした防耐
火構法の研究

【重点研究】道産資材を用いた木造高断熱外
壁の防耐火構造の開発（H29～R1）

 　北海道における住宅の特長を生かした防耐火構法の研究において、高断熱仕様
の木造外壁の特徴を活かし、「45分準耐火構造」の性能を有する木質外装材を用
いた付加断熱外壁を開発し、その仕様の詳細を取りまとめた。これらの成果は、技
術移転先となる企業・団体等が国土交通大臣による準耐火構造の認定を取得する
際に活用される。

需給特性に応じたエネルギー融通の可能性
評価

　 需給特性に応じたエネルギー融通の可能性評価については、木質バイオマスに
よる熱供給施設から各戸に熱供給を行っている団地を対象に、ボイラーの稼働状
況の調査を行い、暖房需要が最も多くなる厳寒期においても、ボイラーには30%程
度の余力があることを明らかにした。これらの成果は、自治体における公共施設間
のエネルギー融通等の検討に活用される。

熱エネルギーネットワークシステムの構築

　 熱エネルギーネットワークシステムの構築については、システムを導入するモデ
ル地域の検討を行った。また、システムを導入するにあたり、北海道大学の協力の
下、熱導管沈下速度の推定のための土壌の物性評価を行った。これらの成果は再
生可能エネルギー等を活用した面的熱供給の研究開発に活用される。

各種技術の導入プロセス・安定利用手法の
検討及び環境適合性・経済性の評価

　 各種技術の導入プロセス・安定利用手法の検討及び環境適合性・経済性の評価
については、木質バイオマス活用に向けた地域アライアンスに関する研究会への
参画、設備導入の補助金申請や事業遂行に係る技術支援を行った。また従来型シ
ステムに対する木質バイオマス利用システムの二酸化炭素排出量の比較評価手
法検討やコスト比較を実施した。これらの結果は、自治体における再生可能エネル
ギー利活用施策の推進に活用されている。

木質バイオマスエネルギーの高性能な供給・
利用システムに関する研究

【重点研究】木質バイオマスエネルギーの高
性能な供給・利用システムの開発(H30～R2)

　 木質バイオマスエネルギーの高性能な供給・利用システムに関する研究におい
て、太陽熱とコンテナを用いた木チップの乾燥速度の評価、熱搬送動力を削減する
ための換気予熱用熱交換装置の試作と性能評価を行った。また、既存の木質バイ
オマスボイラを対象に、排ガス中の煤塵濃度の評価を行った。これらの成果は、次
年度の木質バイオマスエネルギー供給・利用システムを導入する際に活用される。

地域におけるエネ
ルギー需給戦略に
関する研究

表16　地球温暖化対策に関する調査研究一覧（独立行政法人北海道総合研究機構）

○ 再生可能エネルギー等の安定供給・地域利用システムと省エネルギー技術体系の構築

エネルギー資源の
賦存量等の把握・
評価

エネルギー資源の
多様化に関する研
究

地域における生
活・産業の省エネ
技術に関する研究
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表16　地球温暖化対策に関する調査研究一覧（独立行政法人北海道総合研究機構）

項目 概要 R1業務実績

生活利便性・運営効率性等を視点とした集落
評価手法の開発

　 生活利便性・運営効率性等を視点とした集落評価手法の開発において、生活利
便性、自治体の運営効率性及び災害安全性の視点から集落を評価する手法を確
立した。また、モデル地域の孤立リスク評価マップを作成し、人命救助、生活維持、
産業防災の観点から災害時の自立対応力を評価する手法を開発した。これらの成
果は、今後の市町村における集落の維持・再編などの施策検討に活用される。

農作物等とヒトの統合型輸送システムに関す
る研究

　 農作物等とヒトの統合型輸送システムに関する研究において、モデル地域にお
ける統合型輸送システムの成立要件を明らかにした。これらの成果は、小規模市町
村において、農作物と人を効率的に輸送するネットワークの検討に活用される。

項目 概要 R1業務実績

農地の生産環境保全技術の開発

 　農地の生産環境保全技術の開発において、生産者が実施可能な溝切り機を用
いた簡易な土壌改良と緑肥栽培後に一部をベルト状に残すことにより、土壌の流亡
を20～30%減少させる技術を開発した。また、溝切りと緑肥の一部残しを組み合わ
せるとその効果は減少率30～50％に高まる。この成果は傾斜地ほ場を有する生産
者において活用される。

バイオマス利用モデルの構築に関する研究

　 バイオマス利用モデルの構築に関する研究においては、家畜ふん尿由来水素を
活用した水素サプライチェーン実証事業の小課題として、バイオマスエネルギーを
燃料とした農業機械の導入可能性に係る基本調査を行った。この成果はバイオマ
スエネルギー利用機器開発の基礎資料として活用される。

難防除病害虫の管理技術開発

 　難防除病害虫の管理技術開発においては、秋まき小麦に発生し大問題と （H26
～30））なったなまぐさ黒穂病について、病原菌が本州と異なる種であることを明ら
かにし、その生態や発生要因から播種時期や播種深度など耕種的防除対策を道
向けに新たに示した。この成果は、全道の小麦栽培地域において活用される。

項目 概要 R1業務実績

水産物の高度利用
技術の開発

サケ加工残滓の有効利用に関する研究

　 サケ加工残滓の有効利用に関する研究において、サケのひれに含まれる遊離ア
ミノ酸及びヒドロキシプロリン（加水分解物）を分析し、アンセリンやコラーゲンの素
材原料としての特性を明らかにした。また、サケのひれについては皮の代替として、
アレルギー反応を低減させたコラーゲンの原料として利用できる可能性が示唆され
た。これらの結果はサケ加工残滓の有効利用に関する知見として活用される。

項目 概要 R1業務実績

森林バイオマスの
総合利用の推進の
ための研究開発

森林バイオマスを活用した燃料や新たな木質
系家畜飼料に関する研究

【重点研究】木質バイオマスエネルギーの高
性能な供給・利用システムの開発（H30-R2）

 　森林バイオマスを活用した燃料や新たな木質系家畜飼料に関する研究におい
て、燃料用木質チップの乾燥状態の予測・制御手法を開発するため、ビニールハウ
スを想定した検証用建屋において、コンテナを用いた木質チップの乾燥試験を行
い、季節、送風や堆積条件と乾燥状況との関係を把握した。これらの成果は、燃料
の供給事業者等に活用される。

項目 概要 R1業務実績

農業用廃プラスチックの地域内資源循環シス
テムの社会実装に係る研究

　 農業用廃プラスチックの地域内資源循環システムの社会実装に係る研究におい
て、廃プラと木質を組み合わせて燃料利用する方法として、各燃料のボイラーへの
供給機を開発した。また、木質燃料の原料として流木の適用について検討し、前処
理・粉砕・ふるい分け試験の結果をもとに、流木燃料化のフロー図を作成した。これ
らの成果は、農業用廃プラスチックおよび木質未利用資源の有効な燃料利用方法
として地方公共団体等で活用される。

再生可能エネルギーを活用した熱エネル
ギーネットワークシステムに関する研究

 　再生可能エネルギーを活用した熱エネルギーネットワークシステムに関する研究
において、温泉施設内の全熱エネルギーデータを取得して分析するとともに、数値
解析ソフトウェアにより源泉から回収した熱を施設の給湯予熱に活用する需給シ
ミュレーションプログラムの精度検証と改良を行った。これらの成果は、次年度に予
定している給湯予熱システムの運転制御プログラムを新規導入を想定したケース
スタディに活用される。

都市鉱山からの有用物質回収技術に関する
研究

　 都市鉱山からの有用物質回収技術に関する研究において、廃太陽光パネルの
熱処理試験により、パネルからガラスを分離するためには500℃以上の温度が必要
であることを明らかにした。また、ガラスを溶融して再資源化するため、1200℃まで
のパネルの状態変化を把握した。これらの成果は、今後増加が予想される廃太陽
光パネルについて、次年度以降に実施する、ガラスの有効利用方法の確立に活用
される。

有機系未利用資源の利用技術の開発

 　有機系未利用資源の利用技術の開発において、水産加工残渣であるホタテウロ
から、サケ放流用種苗の餌に添加するエキスを製造する工程について、装置改良
等により処理量を増加させるとともに作業を省力化することに成功した。また、タコ
ゴロからエキスを製造する方法についても検討し、新たな開発に向けての問題点を
明らかにした。これらの成果は、共同研究企業の収益性向上や、新たな原料による
製造工程の確立に活用される。

○ 持続可能な地域システムの構築

少子化及び高齢化
に対応した「安全・
快適な生活環境の
実現」や「地域・集
落の維持・活性
化」、「地域産業の
新たな担い手形成」
を目指した地域運
営システムの構築・
運営に関する研究

○ 環境と調和した持続的農業の推進

環境と調和し持続
性の高い農業を支
援するための試験
研究

○ 水産物の安全性確保と高度利用の推進

○ 林業の健全な発展と森林資源の循環利用の推進

○ 持続可能な地域づくりを支える本道産業の振興

ローカルエネル
ギーの活用に関す
る研究開発

環境保全や環境に
配慮したものづくり
を推進するための
研究開発

- 92 -



表16　地球温暖化対策に関する調査研究一覧（独立行政法人北海道総合研究機構）

項目 概要 R1業務実績

広域的な環境質の
変動及びその影響
と対応に関する研
究

気候変動の緩和・適応策に関する研究

　 気候変動の緩和・適応策に関する研究において、気候変動に伴う釧路湿原中心
部への土砂流入量増加に対する適応策を検討するため、雪裡川周辺の未利用農
地で採泥調査を実施した。その結果、２日降水量99mm、最大１時間降水量
18.5mm/hの降雨では土砂捕捉量の定量的把握に十分な量の土砂が対象農地へ
流入してこないことが判明し、より大規模な出水を対象とした調査が必要であること
が示された。この結果は、国や都道府県における施策の検討のための事例として
活用される。
 　また、気象、農業、水域生態系、自然災害の各分野を中心に、専門家による聞き
取りをふまえて道内への影響や適応策に関する情報・文献を収集し、整理した。こ
れらの成果は、国や道などの適応に向けた施策へ活用される。

地域社会における
多様なリスクの把
握及び対応に関す
る研究

下水汚泥由来水素の製造利用実現可能性に
関する研究

 　下水汚泥由来水素の製造利用実現可能性に関する研究において、道内中規模
下水処理場をモデルに検討した結果、国や道などの補助金（補助率2／3）を前提に
水素ステーションを中心とする水素サプライチェーンの実現可能性を見出した。炭
酸ガス削減効果も現状の５割前後見込まれる結果を得た。これらの成果は、道内
下水処理場における水素供給事業モデルの検討に活用される。

地熱エネルギー資源の適正な開発と利用に
関する研究

　 地熱エネルギー資源の適正な開発と利用に関する研究において、赤井川村東部
から札幌市南西部にかけて、地質及び水質調査、重力変動観測による貯留層モニ
タリング及び周辺温泉モニタリングを行った。また、八雲町所有源泉の湧出能力評
価では、噴気試験前後で周辺温泉の水質調査等を行い、噴気試験の影響の有無
を確認した。これらの成果は、適正な地熱資源開発利用に活用される。

ニセコ地域における地熱構造モデル構築と地
熱資源量評価に関する研究

（再掲）

環境・地質に関す
る基盤情報の整備
に関する研究

環境データ等の整備及びその利活用推進に
関する研究

　 環境データ等の整備及びその利活用推進に関する研究において、道内社会全
体の物質の流れを把握するため、圏域別マテリアルフロー（北海道総合計画で掲げ
る６圏域を対象。圏域に一定期間内に投入される物質[流れを把握できるあらゆる
物質]の総重量を集計）の作成に向けたデータベース化等を進めた。この成果は循
環型社会形成の行政施策と資源循環領域の今後の研究に活用される。

エネルギー関連など情報の高度利用に関す
る研究

　 エネルギー関連など情報の高度利用に関する研究において、これまでに構築し
た廃棄物・エネルギーに関連した各種情報のＧＩＳデータベースを活用し、関係市町
村へのデータ提供方法を見やすい形で加工した上で、普及活動を進めるとともに、
ウェブサイトへの登載を実施した。これらの成果は、道など自治体における循環型
社会の推進や地域エネルギー施策に活用される。

研究開発・技術支援実績の解析による情報
高度利用に関する研究

 　研究開発・技術支援実績の解析による情報高度利用に関する研究において、今
年度、新たに整備したデータベースシステム環境で、技術支援業務のシステムを構
築した。併せて過去の技術支援事業等のデータベース化を進めた。これらの成果
は、研究情報基盤整備に活用される。

項目 概要 R1業務実績

木質バイオマスエネルギーの高性能な供給・
利用システムに関する研究

（再掲）

地域特性に応じた再生可能エネルギー供給
と省エネルギー技術の研究

　 地域特性に応じた再生可能エネルギー供給と省エネルギー技術の研究におい
て、公共施設のエネルギー消費に関する調査を行い、施設毎のエネルギー消費量
を整理した。これらの成果は、自治体における公共施設等の省エネ化、まちなか再
生計画等の行政施策の実施や検討に活用される。

北海道における一次産業施設を対象とした省
エネルギー及び適切な施設内環境形成に関
する研究

【重点研究】保温装備と耐雪性を強化した北
海道型ハウスの無加温周年利用技術の確立
（H29～R1）
【重点研究】クリーンラーチ挿し木苗の得苗率
を向上させる育種管理技術の開発（R1～R4）

　 北海道における一次産業施設を対象とした省エネルギー及び適切な施設内環境
形成に関する研究において、道内各地の農業用ハウスの積雪荷重と保温装備に応
じたハウス内の温度を推定し、地域別のハウスの使用をマップにまとめた。これら
の成果は、無加温で周年栽培を行う際のハウスの選定資料として利用される。
 　また、クリーンラーチ挿し木苗の得苗率を向上させる育種管理技術の開発におい
て、クリーンラーチ挿し木用の実ハウスにおいてシミュレーションを行うための各種
データを取得した。この成果は、ハウス内の適正温湿度・光環境管理方法の確立に
活用される。

建築分野の技術開発に資する気象データの
構築

　 建築分野の技術開発に資する気象データの構築において、北海道内で計測・収
録されている気象データ及び気象庁が算出している予報データを収集・解析し、計
測点間の補完計算を行い、気象データのない地点の日平均気温及び日積算日射
量を1㎞四方の領域ごとに整備した。これらの成果は、国土交通省における建築物
省エネ基準の改定に活用される。

北海道の気候・地域特性を考慮した建築物
のエネルギー・環境評価法の開発

 　北海道の気候・地域特性を考慮した建築物のエネルギー・環境評価法の開発に
おいて、地中熱利用や基礎断熱の床下温度計算のための地盤伝熱の計算法を構
築した。これらの成果は、建築物の熱負荷削減や温熱環境計画にかかる道総研と
民間企業における研究開発、設計事務所等への技術支援に活用される。

道内共同住宅の省エネ推進のための技術情
報の構築

 　道内共同住宅の省エネ推進のための技術情報の構築において、共同住宅の省
エネルギー性能向上にかかる課題を明らかにし、基準・水準等に適合するための
技術情報を整備した。これらの成果は、道内共同住宅の省エネルギー性能向上の
ために、道の民間住宅施策および設計事務所等への技術支援に活用される。

環境・地質に関す
る情報の高度利用
に関する研究

○ 暮らし・地域・環境を育む建築・まちづくりの実現

地域における環
境・エネルギーに
関する研究

建築物における環
境・エネルギーに
関する研究

○ 生活・産業基盤を支える環境の保全、災害の防止及び地質資源の活用

地質資源の適正利
用に関する研究
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【参考資料】 
 

 

 

二酸化炭素 

 エネルギー

利用 

エネルギー転換 火力発電所、ガス事業所及び石油精油所における化石燃料及び電力の消費（自家消費） 

産業 製造業、農林業、水産業、建設業及び鉱業における化石燃料及び電力の消費 

民生 家庭、事務所、店舗等における電気、ガス、灯油等の消費 

運輸 自動車、鉄道、船舶、航空機の化石燃料及び電力の消費 

廃棄物 廃棄物の焼却 

工業プロセス セメント製造時における石灰石の使用 

メタン 

 エネルギー利用 燃料の燃焼施設、自動車の走行 

農業 水田（嫌気性状態）、家畜の消費活動（腸内発酵）及びふん尿（嫌気性発酵）、農業廃

棄物の焼却 

燃料の採掘 石炭等の採掘時における漏出 

廃棄物 廃棄物の埋立、焼却及び下水道処理工程 

一酸化二窒素 

 エネルギー利用 燃料の燃焼施設、自動車の走行 

医療ガスの使用 医療ガスの使用 

農業 窒素系肥料の施用、家畜のふん尿、農業廃棄物の焼却 

廃棄物 廃棄物の焼却 

ハイドロフルオロカーボン カーエアコンや冷蔵庫等の冷媒、工業用エアゾール等 

パーフルオロカーボン 電子機械製造での半導体エッチング、洗浄乾燥等 

六ふっ化硫黄 電子絶縁用ガス、半導体エッチング等 

三ふっ化窒素 半導体エッチング等 

注）温対法の改正（2015（H27）年4月1日施行）により、三ふっ化窒素が温室効果ガスの種類として追加

されたため、2013（H25）年度分の推計から新たに追加しました。 

 

 

 

 

  

表  算定対象ガスと主な発生源 
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【参考資料】 

 

表 削減シナリオの進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削減目標 削減推計量
削減目標
達成率

2017年度時
点での想定
削減量

2020年度 2017年度 （Ａ/9*6）

【Ａ】 【Ｂ】 【Ｂ/Ａ】 【Ｃ】

高効率な省エネルギー機器の普及
　※潜熱回収型給湯器、CO2冷媒ヒートポンプ給湯器

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の世帯数の割合）

△ 3.5 △ 12.8
計画以上の
削減推計量

△ 2.3

機器のエネル
ギー消費効率の
向上及び導入の
促進

新築・改築時の省エネ性能の向上

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の新設住宅着工件数の割合）

△ 10.7 △ 6.6 61.7% △ 7.1
省エネ性能が高
い住宅の割合が
増加したため

北海道環境
行動計画
（どうみん
グリーンア
クション）
による取組

北海道環境行動計画による削減効果
　※現況から一定割合（10%）を増嵩して取り組むとして推計

（2020年道内人口推計値）×（環境配慮行動による削減効果の目安）×（10％）

△ 20.1 13.9 -69.2% △ 13.4

道民意識調査の
結果、冷・暖房の
温度設定などの
取組は増えてい
るが、節電に関す
る取組割合が以
前よりも低下した
ため

トップランナー基準に基づく機器の効率向上
　※テレビ、冷蔵庫、エアコンなど

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の世帯数の割合）

省エネ機器の買い替え促進
　※省エネ型電気ポット、電球型蛍光灯など

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の世帯数の割合）

「新エネル
ギー導入拡
大に向けた
基本方向」
の目標値の
達成による
削減

「新エネルギー導入拡大に向けた基本方向」の目標達成

(道内人口)　×　(家庭部門エネルギー消費原単位)

△ 173.3 △ 2.5 1.4% △ 115.5

高性能ボイラーの導入

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の製造品出荷額の割合）

－ △ 7.7
計画以上の
削減推計量

－

機器のエネル
ギー消費効率の
向上及び導入の
促進

施設園芸・農業機械の温室効果ガス削減対策

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の農作物作付面積の割合）

－ △ 18.6
計画以上の
削減推計量

－

省エネ機器の導
入台数の増加に
より計画以上に
進んでいる。

新築・改築時の省エネ性能の向上

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の延床面積の割合）

－ △ 74.2
計画以上の
削減推計量

－
新築建築物の省
エネ基準適合率
が順調に推移

エネルギー効率の高い設備・機器の導入
　※業務用省エネ型冷蔵・冷凍機など

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の製造品出荷額の割合）

コージェネ・燃料電池の導入等

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道のエネルギー消費量の割合）

低燃費型建設機械の導入

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の建設機械購入台数の割合）

エネルギー管理システムの導入

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の延床面積の割合）

「新エネル
ギー導入拡
大に向けた
基本方向」
の目標値の
達成による
削減

「新エネルギー導入拡大に向けた基本方向」の目標達成

産業部門及び業務部門　(各部門活動量)　×　(各部門エネルギー消費原単位)

（単位：万ｔ-CO2）

区分 取組内容 算定方法
達成
状況

要因

-2.2% △ 92.7

家庭部門におい
てエネルギー消
費量が増加した
ため

小計①

事
業
者
の
取
組

省エネ
ルギー
性能の
向上

△ 186.8 △ 105.6 56.5% △ 124.5

道
民
の
取
組

省エネ
ルギー
性能の
向上

省エネ
ルギー
性能の
向上

△ 139.0 3.0

業務部門におけ
るエネルギー消
費量は減少傾向
にあるが、産業部
門におけるエネル
ギー消費量が増
加したため

二
酸
化
炭
素
の
排
出
削
減
対
策

（凡例） 計画以上進んでいる

（削減目標達成率100%以上）

概ね計画どおり

計画どおり進んでいない
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削減目標 削減推計量
削減目標
達成率

2017年度時
点での想定
削減量

2020年度 2017年度 （Ａ/9*6）

【Ａ】 【Ｂ】 【Ｂ/Ａ】 【Ｃ】

太陽光発電、風力発電、中小水力発電、廃棄物発電、地
熱発電の導入

（新エネルギー導入拡大に向けた基本方向 導入目標×排出係数）

△ 107.8 △ 115.6
計画以上の
削減推計量

△ 71.9

太陽光発電及び
バイオマスによる
発電量が増加し
ている。

太陽熱、水温度差、雪氷冷熱、地熱（熱水利用）、排熱
利用、廃棄物熱利用の利用

（新エネルギー導入拡大に向けた基本方向 導入目標×排出係数）

△ 53.2 △ 18.0 33.8% △ 35.5
バイオマスなどで
想定削減量に達
していない。

ゼロ・エミッション電源の導入
　※ほくでんの「電源開発計画」と電源ごとの原単位から算定

     ゼロ・エミッション電源（水力、原子力発電）
(2020年度（現状趨勢ケース）におけるエネルギー転換（電気事業）部門排出量）×（ゼロ
エミッション電源の割合を56％とした場合の削減率）

△ 9.1 47.2 -518.7% △ 6.1

原子力発電所の
停止により火力
発電の割合が増
加しているため

混合セ
メント
の利用

混合セメントの利用

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める北海道のセメント生産量の割合）

△ 4.2 1.9 -45.2% △ 2.8

混合セメントの主
な用途である公
共工事量の落ち
込みのため

日本経済団
体連合会の
自主的な取
組

経団連環境自主行動計画に基づく取組

（各業種における削減見込量）×（各業種における全国に占める道の排出量の割合）

－ △ 62.7
計画以上の
削減推計量

－

排出削減の取組
や省エネ機器・設
備の導入が進ん
だため

LNG火力発
電所稼働に
よる削減効
果

LNG火力発電所稼働による削減効果

（LNG火力発電による供給見込量）×（削減効果）

△ 133.8 0.0 0.0% △ 89.2
LNG火力発電所
2019年2月稼働。

△ 494.9 △ 353.3 71.4% △ 329.9

トップランナー基準による自動車の燃費改善

（2020年度低公害車普及推計台数）×（2007年度の車種別導入割合）×（車種別の削減効果
の目安）

△ 11.9 △ 50.7
計画以上の
削減推計量

△ 7.9

エコカー補助金、
エコカー減税など
により、低公害車
の普及割合が増
加したため

次世代自動車の導入

（2020年度新車販売推計台数×次世代自動車導入割合×削減効果の目安）

△ 0.6 △ 21.7
計画以上の
削減推計量

△ 0.4

エコカー補助金、
エコカー減税など
により、次世代自
動車の普及割合
が増加したため

エコドライブによる削減効果
　　※現況から一定割合（10%）を増嵩するとして算定

（2020年道内人口推計値）×（免許保有者率）×（エコドライブによる削減効果の目安）×
（10％）

△ 15.2 33.8 -222.4% △ 10.1

道民意識調査の
結果、エコドライブ
の取組割合が以
前よりも低下した
ため。

エコドライブ関連機器の導入

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の自動車保有台数の割合）

△ 0.1 △ 3.3
計画以上の
削減推計量

△ 0.1
計画以上に進ん
でいる

交通手段の転換
　※現況から自動車利用者の一定割合（10%）を増嵩して公共交通機関、自転車の利用に転

換するとして算定

（2020年道内人口推計値）×（免許保有者率）×（公共交通機関、自転車の利用転換による
削減効果の目安）×（10％）

△ 2.8 2.5 -89.3% △ 1.9

道民意識調査の
結果、公共交通
機関の利用を心
がける取組が以
前よりも低下した
ため。

トラック輸送の効率化
　　※効率化とは、車両の大型化、トレーラー化など

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の自動車貨物輸送量の比率）

△ 19.6 58.8 -300.0% △ 13.1

自家用から営業
用貨物車への転
換が横ばいであ
り、想定どおり進
んでいない

モーダルシフト（船舶、鉄道輸送への転換）

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の自動車貨物輸送量の比率）

「新エネル
ギー導入拡
大に向けた
基本方向」
の目標値の
達成による
削減

「新エネルギー導入拡大に向けた基本方向」の目標達成

(自動車保有台数)　×　(運輸部門エネルギー消費原単位)

鉄道・航空エネルギー消費効率の向上

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の鉄道輸送距離・旅客距離の割
合）

－ △ 16.9
計画以上の
削減推計量

－

事業者の省エネ
等の取組が進
み、想定よりも削
減が進んだもの

参考値　2013年
度の国の対策・
施策の進捗状況
から算出

省エネルギーに資する船舶（SES）の普及促進

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の海上貨物輸送量の比率）

－ △ 0.1
計画以上の
削減推計量

－

船舶の省エネ向
上及び全国に占
める道の海上貨
物輸送割合の増

参考値　2013年
度の国の対策・
施策の進捗状況
から算出

（単位：万ｔ-CO2）

区分 取組内容 算定方法
達成
状況

要因

エネル
ギー消
費効率
の向上

二
酸
化
炭
素
の
排
出
削
減
対
策

再生可
能エネ
ルギー
の利用
等

事
業
者
の
取
組

小計②

運
輸
関
係
の
取
組

環境に
配慮し
た自動
車の利
用

公共交
通の利
用促進
・物流
の合理
化

△ 180.7 30.0 -16.6% △ 120.5

自動車保有台数
の増加などにより
エネルギー消費
量が増加
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「削減シナリオの進捗状況」の見方 

    各項目の見方は、次のとおり。 

【Ａ】：2020(R2)年度における削減目標 

        2011（H23）年度（改定目標の現況年）時点で 2020（R2）年度の推計温室効果ガス排出量

から削減シナリオによる削減を見込む量。（合計で 975万 t-CO2） 

【Ｂ】：2017（H29）年度の削減量 

        国の「2016年度及び 2017年度の地球温暖化対策及び施策の進捗状況」などから算出した

2017（H29）年度の削減量。 

【Ｂ／Ａ】：削減目標進捗率 

2020年度の削減目標に対する 2017（H29）年度時点における進捗率。 

【Ｃ】：2017（H29）年度時点での想定削減量 

       2011（H23）から 2020（R2）年度まで、目標に対して直線的に削減が進むとした場合の

2017（H29）年度時点の想定削減量。 

 

 

 

削減目標 削減推計量
削減目標
達成率

2017年度時
点での想定
削減量

2020年度 2017年度 （Ａ/9*6）

【Ａ】 【Ｂ】 【Ｂ/Ａ】 【Ｃ】

道路交通情報通信システム（VICS）の導入

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の自動車保有台数の割合）

△ 0.5 △ 1.8
計画以上の
削減推計量

△ 0.3

カーナビゲーショ
ンシステムの普
及に伴い導入促
進が図られたた
め

参考値　2013年
度の国の対策・
施策の進捗状況
から算出

信号機の集中制御化・高度化

（京都議定書目標達成計画削減見込量）×（全国に占める道の信号機・信号灯機の整備基数
の割合）

△ 1.2 △ 2.0
計画以上の
削減推計量

△ 0.8
計画以上に進ん
でいる

バイオ燃
料の普及
拡大

バイオ燃料の普及拡大

（バイオディーゼル燃料消費見込量）×（削減効果）

△ 1.0 0.0 0.0% △ 0.7
バイオディーゼル
燃料製造量が減
少したため

△ 233.6 28.6 -12.3% △ 155.7

３Ｒ
（リュー
ス、リ
ユース、
リサイク
ル）の推
進

廃棄物排出量の減少と再生利用率の向上

(2020年度（現状趨勢ケース）における廃棄物部門排出量）－（2020年度（対策ケース）廃
棄物部門排出量）

△ 6.4 4.5 -70.3% △ 4.3

産業廃棄物の焼
却処分量が増加

参考値：現状趨
勢と対策実施の
比較で目標設定
しているため

△ 6.4 4.5 -70.3% △ 4.3

代替フロン等４ガスの削減及びフロン法改正による規制
強化

（国の代替フロン等４ガスの削減割合〈１－2010年度／1995年度〉×1995年度の道の代替フ
ロン等４ガスの排出量）

△ 60.8 129.6 -213.2% △ 40.5

フロン類使用機器
の使用時及び廃
棄時の排出量が
増加

農業にお
けるメタ
ン及び一
酸化二窒
素の削減

家畜ふん尿等のバイオマス発電の利活用

（エネルギー生産計画量（原油換算）×原油の熱量／バイオガスの熱量／単位当たりバイオ
ガス発電量／肉用牛の単位当たりふん尿排出量×排出係数）

△ 0.6 △ 17.8
計画以上の
削減推計量

△ 0.4
計画以上に進ん
でいる

３Ｒ
（リュー
ス、リ
ユース、
リサイク
ル）の推
進

廃棄物排出量及び最終処分量の減少、再生利用率の向上

(2020年度（現状趨勢ケース）における廃棄物部門排出量）－（2020年度（対策ケース）廃
棄物部門排出量）

△ 5.3 58.3 -1100.0% △ 3.5

産業廃棄物の発
生量が増加

参考値：現状趨
勢と対策実施の
比較で目標設定
しているため

△ 66.7 170.1 -255.0% △ 44.5

△ 974.9 △ 152.6 15.6% △ 649.9

（単位：万ｔ-CO2）

区分 取組内容 算定方法
達成
状況

要因

合計（小計①＋②＋③＋④＋⑤）

二
酸
化
炭
素
の
排
出
削
減
対
策

運
輸
関
係
の
取
組

交通円
滑化対
策の
推進

小計③

廃
棄
物
関
係
の
取
組 小計④

二
酸
化
炭
素
以
外
の

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
対
策

事
業
者
の
取
組

事業者に
おける代
替フロン
等４ガス
の削減

廃
棄
物
関
係
の
取
組

小計⑤
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【参考資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 再生可能エネルギーの導入状況（発電電力量） 

（出典：「令和元年度(2019年度)省エネルギー・新エネルギー関連施策の取組状況」北海道経済部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 再生可能エネルギーの導入状況（熱利用） 

（出典：「平成３０年度省エネルギー・新エネルギー関連施策の取組状況」北海道経済部） 
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【参考資料】 

平成30年度の道の施策に対する北海道環境審議会の答申(R2.1.21)への対応状況 

 

 

 

 

 

項 目 答 申 内 容（概要） 対 応 状 況 

温室効果

ガス排出

量の状況 

 

○ 近年、温室効果ガス排出量は、民生部門における電力

使用量の減少などにより減少傾向にあるものの、基準年

に比べると増加しており、削減目標の達成は厳しい状況

にあると考えられるが、目標に少しでも近づけるよう引

き続き、重点施策を中心とした取組を一層推進していく

必要がある。 

 

 

● 削減目標の達成は厳しい状況にある

ことを踏まえ、推進計画に掲げた３つ

の重点施策を中心に、関係各部及び関

係機関と連携しながら取組を進めま

す。 

削減シナ

リオの達

成状況 

 

○ 削減シナリオの進捗状況については、順調に取組が進

んでいる項目もあるが、全体としては計画どおり進んで

いないことから、それぞれの取組をより一層推進してい

く必要がある。 

特に、フロン類の排出量が増加傾向にあることから、

適正管理に係る取組を推進する必要がある。 

 

 

● 取組が進んでいない項目に関して、

計画に基づく施策の点検評価の結果等

を踏まえ、より効果的に事業を推進し

ます。 

 また、フロン類の排出抑制について

は、機器の管理者や充塡回収業者、関

係団体等からなる「北海道フロン類適

正管理推進会議」を活用した普及啓発

や、立入検査などに取り組みます。 

 

施策の実

施状況 

 

○ 推進計画に基づき、関係者が連携して様々な施策に取

り組み、昨年度の環境審議会の評価に対しても道の施策

に適宜反映されるよう検討し、実施されているが、削減

目標の達成が厳しい状況にあることを踏まえ、より効果

的な施策の実施を検討する必要がある。 

 

 

 

 

○ 全道各地で実施されている道民やＮＰＯなどによる地

球温暖化対策の取組について、引き続き、きめ細やかな

把握に努め、最新の事例を積極的に情報発信するなど、

各主体の自主的な取組が促進されるよう支援していく必

要がある。 

 

● 今年度で計画期間を終える推進計画

の見直しにあたっては、これまでの評

価結果や目標の達成状況などについ

て、環境審議会のご意見をいただきな

がら、新たな目標の達成に向けた、効

果的な施策とあわせ、長期的な視点に

立った取組の方向性や推進方策につい

ても検討します。 

 

● 道内各地域で行われている地球温暖

化対策の取組については、引き続き、

北海道環境財団などと連携して、施策

の点検評価等で情報を収集するととも

に、ホームページや会議の場などを活

用し、情報発信を進めていきます。 

 



- 100 - 

 

 

項 目 答 申 内 容（概要） 対 応 状 況 

今後の施

策等につ

いて 

 

○ 今後の施策等の展開に当たっては、次の点に留意して

取り組むことが必要である。 

 

① 既に世界的な平均気温の上昇などが観測され、その影

響の大きさや深刻さから、地球温暖化は最も重要な環境

問題の一つであることを踏まえ、広く道民や事業者の理

解を促進するとともに、多様な主体が連携・協働し、温

暖化対策に取り組むような施策等を検討すること。 

 

 

 

② 北海道胆振東部地震で発生した大規模停電により、

様々な分野に影響が及んだことを踏まえ、再生可能エネ

ルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入を促進

し、災害に強い地域づくりを進めていくこと。 

 

 

 

③ 道民・事業者等の節電や省エネルギーに係る取組につ

いて、改めてその重要性を認識し、より一層の取組を促

進すること。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 地域における地球温暖化対策の推進体制を確保するた

め、市町村や民間団体などに対して必要な支援を行うこ

と。 

 

 

 

⑤ 気候変動の影響への適応について、国の「気候変動適

応法」や現在策定中の「北海道気候変動適応計画」に基

づき、着実に取組を進めていくこと。 

 

 

⑥ 令和元年度から譲与が開始された森林環境譲与税など

を活用し、森林吸収源の確保に向けて計画的な森林整備

を推進すること。 

 

 

 

 

● 道では、2050年までに温室効果ガス

排出量の実質ゼロを目指すこととして

おり、長期的な視点に立った取組の推

進方策などの検討を行うとともに、

様々なステークホルダーと脱炭素化の

視点を共有しながら、連携・協働を一

層進めていきます。 

 

● 庁内関係部局と連携し、身近な地域

で自立的な確保が可能なエネルギー資

源を、地域の実情に応じて効果的・効

率的に活用していけるよう、災害時の

自立型電源となりえるエネルギーの地

産地消の取組を加速化していきます。 

 

● 道民・事業者を対象とした省エネ・

節電に係る普及啓発やエコドライブの

推進など、ライフスタイル・ビジネス

スタイルの転換に資する取組を推進す

るとともに、エネルギーの効率的利用

に貢献した企業への表彰、道有施設に

おける率先した省エネ化の取組などに

より、省エネルギーの促進を図りま

す。 

 

● 市町村担当者会議の活用や、庁内関

係部局との情報共有によりニーズの把

握に努めるほか、推進計画の見直しの

中で、地球温暖化防止活動推進センタ

ーとの連携強化について検討します。 

 

● 令和２年３月に策定した「北海道気

候変動適応計画」に基づき、庁内関係

部局や関係機関等と連携しながら、適

応の取組を進めていきます。 

 

● 森林環境譲与税の活用による市町村

が主体となった森林整備を円滑に進め

るため、市町村の体制強化などを積極

的に支援しつつ、森林吸収源の確保に

向けて計画的な森林整備を推進しま

す。 

 


